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近世琉球の政治構造について
―言上写・僉議・規模帳等を中心に―
豊見山　和　行
The Political Structure of the Premodern Ryukyu Kingdom
TOMIYAMA Kazuyuki
　近世琉球（1609－1879年）の内政構造を検討する前提として、国際関係上の琉球国
の特徴として、中国・日本に対する外交認識（「唐・大和の御取り合い」）や琉球の二
重朝貢形態を概括した。そして、内政構造を捉える上で、国王への申請（言上）とそ
の許可を示す「言上写」（下達文書）を取り上げた。「言上写」は諸役人の役職の交替・
任命などの人事、爵位の叙爵、知行（俸給）、さらに琉球王府の年中祭祀・儀礼など、
広範囲に及ぶ日常業務の執行要請も上申された。琉球王府の国政に関する審議機関は、
表十五人衆であった。彼らの上役である摂政・三司官への答申は、「僉議」と呼ばれた。
表十五人衆の僉議は、合議による上申が前提であったが、見解が分かれる場合もあった。
その場合には、摂政・三司官の判断によって特定の僉議が国王へ上申された。国王の
決済・許可を得て初めて執行することが可能となる政治構造になっていたのである。
また、地方や遠隔離島に対する統一した統治方針は、18世紀初頭から明瞭となる。そ
の規範文書となったのは、「間切公事帳」（沖縄島の地方）と宮古・八重山島への検使
による「規模帳」であった。
キーワード：近世琉球、言上写、審議（僉議）、地方統治
はじめに―琉球国の国際関係上の位置―
　近世琉球（1609－1879年）における内政構造について検討する前提として、同時期の国際関係上におけ
る琉球国の位置づけについて略述すると次のようになる。
　琉球国は、1609年に薩摩藩島津氏の侵攻を被り敗退した。そのためそれ以後、薩摩藩の「領分」ある
いは附庸国（従属国）となった。江戸幕府は、薩摩藩に琉球の「仕置」（支配権）を公認したが、琉球を
完全に内国化することなく、「異国」のまま幕藩制国家の領域内に組み入れていた。そのため、幕藩制国
家の主要な支配原理であるキリシタン禁令や石高制は、薩摩藩を通じて琉球国にも影響を与えた。薩摩
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藩は侵攻後、琉球国全域の検地を実施し、琉球国の石高を 8万 9千石余として算定した。以後、徐々に
石高制が琉球社会にも及ぶようになるが、石高に基づく軍事負担（＝軍役）を負うことはなかった。江
戸幕府は、国絵図の作製では琉球国も包摂していたが、他の大名家とは異なる位置づけを与えていた。
　薩摩藩（江戸幕府）の附庸＝従属国となった琉球の統治領域は縮小（奄美諸島は薩摩藩の直轄地とな
る）されたが、琉球国内の統治全般に関する琉球国王の権限は部分的に制約を受けながらも保持されて
いた。薩摩藩による琉球支配の一方法として、琉球へ統治役人（在番奉行）を派遣・常駐させる方式が
あった。在番奉行は、琉球国の監視やキリシタンの摘発、さらに対中国貿易の管理などを担っていた。
さらに、対清貿易に薩摩藩が積極的に乗り出すようになると、唐物方という旧来の琉球統治官（在番奉
行）とは異なる対清貿易に専念する新規の役人を常駐させ、対中国貿易を監督させた。
　他方、中国（明清）との冊封・朝貢関係は、1609年の島津氏の琉球侵略後も継続された。その関係は、
琉球国が日本国へ併合された1879年の「琉球処分」まで存続した。中国（明清両国）との関係において、
琉球国への内政干渉は見られなかった。むしろ、琉球側が積極的に冊封・朝貢関係の維持を図っていた
点に特質が見られる。琉球国王の国際的な承認としての冊封儀礼（＝冊封使の渡来によって執行）は、
琉球国王の一世一代の大典と認識されていた。
　琉球の中国との冊封・朝貢関係は、緩やかな関係にあった。さらに朝貢関係にともなう対中国貿易は
朝貢国・琉球にとって有利（出入港時、福州貿易では免税措置が毎回採られた）であったことから、琉
球は積極的に朝貢貿易の維持をはかった。冊封関係は単なる国の「お飾り」ではなく、琉球の王権にと
っては不可欠の要素であった。
　琉球の対薩摩関係、対江戸幕府関係、対清関係の特徴を一覧表にしたものが、〈「唐・大和の御取り合
〈唐・大和の御取り合い〉表
琉　　球 対　中　国 対 薩 摩 藩 対江戸幕府
国王の称号 琉球国中山王（冊封による
叙爵）
琉球国司号の強制→中山王号
へ戻る
琉球国中山王
使節の派遣形態 朝貢使節→北京へ
（ 2年 1貢）
冊封使→琉球へ
年頭使、太守祝使、
慶弔使等、中城王子（次期国
王）の鹿児島行き
慶賀使（将軍代替時）、
謝恩使（琉球国王代替時）　
朝貢品・年貢の形態 進貢物（馬・硫黄・銅・錫・
螺殻等）
仕上世（年貢米、一部黒糖で
代納）、馬、太刀
進物（香料、太平布、泡盛、
竜涎香等、琉球漆器）
中国・日本からの賜品の状況 皮弁冠服、蠎反、皇帝扁額
など
藩主より昆布・鰹節など 返礼物（白銀 5千両、綿500把
等）
政治的関係 中国年号の使用 日本年号の使用 日本年号の使用
直接監督官の状況 無 在番奉行の常駐 無
誓約状況 無 起請文（国王～三司官） 無
法令の発布 中国の禁書、銅器などの購
入禁令
キリシタン禁令、他 キリシンタン禁令
貿易状況 朝貢貿易（生糸、薬種、等）黒糖、鬱金の販売（主に大坂
市場へ）
無
災害時の援助 無し（援助要請を行わず） 米、銀（貸借） 米、銀（支給）
犯罪処理 直接的に琉球人の処罰は見
られない
琉球の国法による処罰（属人
主義的処理）
無
近世琉球の政治構造について（豊見山）
33
い」〉表である。琉球では、中国（明清）と日本（薩摩藩、江戸幕府）との関わり合いを「唐・大和の御
取り合い」と認識していた。「御取り合い」（ウトゥイエー）とは、国と国との交際・お付き合いの意で
あり、いわば外交を意味する用語であった。中国（明清）との「御取り合い」＝外交関係は、緩やかな
結びつきを有してことに対して、他方、薩摩藩との関係では年貢賦課（臨時を含め）、キリシタン禁令、
在番奉行の常駐など、相対的に薩摩藩への従属度は強いものであった。〈「唐・大和の御取り合い」〉表か
らも理解されるように、琉球は中国と日本へ二重に朝貢していたことを示しており、薩摩藩への従属度
が強いことから、筆者は近世の琉球を「従属的二重朝貢国」と位置づけている（豊見山和行「敗者の戦
略としての琉球外交―「唐・大和の御取合」を飼い慣らす―」『史苑』第70巻 2 号、2010年）。
2 　「言上写」にみる琉球王府の権力形態
　島津氏が琉球に侵攻する以前の古琉球時代（約14世紀～1609年）において、琉球国王の権限（王権）
に関する基礎的研究としては、高良倉吉氏による「辞令書」（同時代には御印判、御朱印と呼ばれた）研
究があげられる（高良倉吉『琉球王国の構造』1987年、吉川弘文館）。同著の論点は多岐にわたるが、特
に本報告との関わりでは、古琉球時代において中央および地方の諸役人を国王が個々に任命するシステ
ムが確立していたこと、そして、それらの諸制度は薩摩藩支配下の近世琉球においても基本的に存続し
ていたことを解明した点は注目される。
　また、国王は俗界の男性官人だけを任命していたわけではなかった。古琉球には土着の祭祀・宗教（ノ
ロクモイ信仰）組織が存在した。それは、地方村落の女官（神女＝ノロクモイ）を底辺として中央の女
官（聞得大君）を頂点とするピラミッド型の神女組織であり、それらの個別神女を国王が叙任していた。
宗教権をも王権が掌握していたことを高良氏は明らかにしたのである。
　以上のように、古琉球国の諸制度に関する研究を大きく前進させたが、発給文書である「辞令書」の
もつ制約性（官人の任命・交替や俸給状況）から構造的把握にとどまり、例えば任職にいたる経緯や国
王の裁可形態は不明のままである。
　古琉球時代においては不明であるが、近世には国王への申請方法とそれに対する国王の回答を示す文
書がある。それが「言上写」（「口上言上」、「口上覚」とも称された）という文書である。
　一般的に、日本史において、「言上」とは「貴人に話すこと」（『邦訳日葡辞書」岩波書店、1980年）、
「目上の人に述べること。申し上げること」（『日本国語大辞典』小学館、1974年）というように、ごくあ
りふれた用語である。しかしながら、琉球史において「言上」とは、管見の限り国王へ「申し上げる」
ことの意味で使用される、きわめて限定的な用法である。そのことから国王の権限や摂政や三司官（三
人の大臣）の権限を理解する上で見逃すことのできない歴史用語である。
　ちなみに、琉球国の行政機構では、国王に次ぐ地位に摂政（王族）と官人最高位の三司官（法司とも）
が位置づけられ、摂政・三司官らは上御座（うえのうざ）、各部局の長官・次官から構成される表十五人
衆らは下御座（したのうざ）と呼ばれた。
　「言上写」の一例を「伊江家文書」（代々、摂政職に任ぜられた家柄）から次に示す。
　　　 「　言上写
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　　　　請御系図奉行
　　　　具志川王子跡役
　　　　　　　　　伊江王子
　　　　　以上
　　　　巳正月九日　　　　　」
　この文書は、系図奉行である具志川王子の後任として伊江王子への任命を要請したものであるが、本
文書の申請者の記載もなく、また月日のみで年号を記載しないなど略式の上申文書である。結論的に示
すと、「言上写」は国王へ上申（言上）し、許可されたものが下達文書として申請者へ発給される性格の
文書であった。
　国王への申請状況を知ることのできる、1735年の「口上言上」は次の通りである（『諸役増減』）。「伊
平屋島の惣地頭役は、旧来、 5年の任期で交替するのが規則だが、それでは島民の統治が区々となり百
姓の便益とならない。ついては、今後は久米島・慶良間島・粟国島・渡名喜島・伊江島と同様に惣地頭
の持ち切り（終身任期）を許可していただきたい、と（摂政の）北谷王子、（三司官の）伊江親方・具志
頭親方が、首里城の奥御書院へ参上して、直接国王へ言上して許可を受けた」というものである。この
ように、摂政・三司官が直接、国王へ言上して許可を得ていたのでる。
　「言上写」は多様な案件を処理する略式文書であったが、大別すると次の 2つに分けられる。タイプＡ
は、任職・爵位などの申請型である（／は改行の意。以下同）。
　その形式は「言上写／請～【案件α】～／人名／以上／干支月日／評定所筆者二名」というものであ
り、【案件α】の内容には、役職の交替・任命などの人事事項、爵位に関する叙爵、そして知行（俸給）
や元服（片髪結）の申請などであった。
　一例をあげると、「頭役被仰付候以来日記」1872年 8 月25日条（琉球大学附属図書館蔵）には、「言上
写／請八重山嶋頭宮良親雲上相果候付、跡役／古見首里大屋子／以上
　申八月廿五日／評定所　松本親雲上／真栄城筑登之親雲上」とある。宮良親雲上が死去したため、そ
の後任として古見首里大屋子の任命を要請したものである。同日記には、続いて「右通被仰付候間、此
段通達いたし候、以上、／申八月廿五日／帳当座／八重山嶋頭大濱親雲上（ 1名略）」と、言上の受理が
関係者へ通知されていたことが分かる。
　注目されるのは、右の 8月25日付けの「言上写」の後に発給された「辞令書」（御印判）は、「首里之
御詔／八重山嶋頭宮良／大首里大屋子者松茂氏／古見首里大屋子當宗／給之／同治十一年壬申八月廿五
日」というものであり、同日付けである。旧来の研究では、後者の「辞令書」にのみ焦点が当てられ、
その前提として国王へ申請されていた「言上写」の役割については全く論及されることはなかった。し
かし、このように叙任に関係する「言上写」は、「辞令書」と一組のものであったのである。
　次のタイプＢは、業務の執行要請型である。
　その形式は「言上写／～【案件β】～／以上／干支月日」というものである。【案件β】には、年中
祭祀や儀礼など日常業務の執行を要請したものが多く見られる。一例を示すと、1768年「親見世日記」
（『那覇市史　資料篇第一巻一〇　琉球資料（上）』）には、「言上写／一、今月廿六日、当秋渡唐人数江御
茶飯可被下候事／九月十日／右之通言上相済候間、致問合候、以上／同十日／外間筑登之親雲上　大湾
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親雲上／那覇筆者」というように、清国へ渡航する役人らを首里城へ招き、国王からの「御茶飯」の下
賜（共食）儀礼の日程を 9月26日とする要請が言上され、それが「相済み」と許可されたことが分かる。
　要するに「言上写」とは、国王への「言上」という上申形式を利用し、許可（「言上写」）された同一
の内容を下達文書として関係部署や個人へ通知した文書であった。
　このような「言上写」の初見は、1632年（崇禎 6年）にまで遡るが（『琉球国由来記』巻二、山奉行三
員の項）、それ以前（古琉球時代）に遡る蓋然性は高いと推測される。
　国王に対して、清国（福州）に派遣された進貢船・接貢船、あるいは薩摩藩籍の大和船など、那覇港
へ出入港情報も逐一、「言上」されていた。例えば、清国へ派遣された難民護送船の帰国時（1735年）に、
その往来の復命書（「唐往還勤方之次第書」）が「備上覧」＝国王へ上呈されていた（「朝鮮人拾壱人慶良
間漂着馬艦船を以送越候日記」『琉球王国評定所文書』第 1巻、1988年）。
　以上のように、広範囲にわたる情報や決済を仰ぐ案件が国王へ上申（上覧）されていた。近世琉球に
おける政治様式は、このように国王への上申様式を基礎に、最終的には国王の決済によって処理される
政治構造になっていた。「言上写」は、国王の決済事項＝王権の特徴を捉える上で重要な文書として位置
づけられるものである。
3 　「僉議」に見る琉球王府の審議構造
　琉球王府の官制機構において、表十五人衆は内政外交に関わる様々な案件を審議し、その結果を摂政・
三司官へ上申する役目を担っていた。その審議に関する史料は「僉議」と呼称された。表十五人衆だけ
でなく、王府の下級機関や地方行政機関などでも「僉議」史料が存在するが、本報告では前者に限定す
る。
　表十五人衆による審議事項を例示すると次のようになる（『僉議』尚家文書）。1810年（嘉慶15）、清国
への護送船派遣をめぐる審議、1828年（道光 8）、国王（尚灝）の隠居について清国へ報じるべきか否か
の審議、1840年（道光20）、泊湊の浚渫に関する審議、1873年（明治 6）、薩摩藩の支配から「朝廷御支
配」へと変更され、それに伴う諸問題についての審議、等々である。
　以上の「僉議」は、主に政治的案件を審議・協議したものであるが、殺害や窃盗などの刑事事件に関
する僉議も存在する。さらに、支配階級に属する士族の所領地や俸禄（知行）に関する相続を審議した
ものは「跡目僉議」と呼称された。「跡目僉議」では、相続の際の知行高、地頭職相続の許諾、地頭地の
配置替え等に関する要望が、各士族の「一門・親類」から王府へ申請された。それらを表十五人衆が審
議し、その審議内容で妥当と思われる事案を摂政・三司官が国王へ上申して、国王の決済を仰ぐという
形式になっていた。
　清国への朝貢問題（琉球の 2年 1貢を 4年 1貢に変更した清国へ嘆願し、旧制の 2年 1貢に戻したこ
と）に関連した1841年（道光21）の「僉議」（尚家文書）について、やや具体的に検討してみよう。
　琉球王府では、旧制の 2年 1貢に戻す清国への請願が受諾されたことから、それに対する謝恩使節の
派遣の可否が問題となった。福州側の役人（布政司・海防）から、翌年に琉球から王舅使者を派遣し、
進貢使を兼務して（朝貢品とは別個に）献上品を差し上げるのがよい、というアドバイスを受けていた
周縁の文化交渉学シリーズ 6　周縁と中心の概念で読み解く東アジアの越・韓・琉
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ことから、その提言に沿った要請が、久米村方（華人の末裔からなり、対中国関係の専門集団）から王
府へ提出された。しかし、その提言に関して、王府側では、久米村の他の諸大夫らに審議を命じたとこ
ろ、（1）アドバイス通り王舅使者の派遣と献上品を進上する、（2）慶賀王舅以外に通例の朝貢正使を伴
い、かつ献上品はアドバイス通りとする、（3）先例に従い、朝貢使節が謝恩使を兼務し、中国皇帝へは
表・奏文のみとし献上品は送らない、という三つの見解に分かれた。
　そのため表十五人衆へもその案件についての審議指示が下された。その協議内容は次の通りである。
久米村方から「重き謝恩使」の派遣要請の見解は重要だが、先例を見ると薩摩藩の幕下（支配）後の1612
年（万暦40）に10年後の朝貢措置を、旧制（ 2年 1貢）へ戻すことを嘆願し、 5年 1貢をへてようやく
旧制に復した。しかし、貢期の回復の際、特に謝恩使の派遣は見られず、また皇帝への表・奏ではなく、
進貢の咨で謝恩の意を表明しているだけであった。これらは、天朝（中国）に対して礼節を欠く対応で
はない。ついては、清国は「外国御撫育」を重視しており、隔年の朝貢（ 2年 1貢）による琉球の負担
を憂慮している。そのため琉球から重役や献上品を備えて謝恩使を派遣することは、却って天朝の御撫
育や「御寛仁の聖慮」に合致しない。以上のことから、表十五人衆（の内、 5人の連名）は、重い御謝
恩（王舅）の派遣は問題であり、表・奏のみでの御礼が妥当だと結論づけ、「何分にも御賢慮次第にて決
定して頂きたい」と回答した。
　しかし、表十五人衆の中には、あくまで「重き謝恩」使者の派遣を主張し、表・奏のみの呈上に反対
する人物（ 1名）による僉議書も作成されていた。
　最終的に、摂政・三司官らは前者（表・奏のみ呈上）の僉議を採用し、その意見に同意するとして、
国王の許可を要請し、王の許可を得てこの案件は処理された。要するに、以上の経緯から表十五人衆ら
は、対清外交での案件において久米村の見解を再吟味し、さらに摂政・三司官は、表十五人衆内での相
反する見解を検討していたのである。摂政・三司官による僉議の選択が事実上の決定であったことが理
解されよう。
　すなわち、表十五人衆は、合議によって見解を集約し、反対意見を含め、上位の摂政・三司官へ上申
する機構として機能していた。複数の僉議が上申された場合、摂政・三司官の判断によって、特定の僉
議が選択されて国王への上申（お伺い）となり、その決済を得ることが国王による最終判断として位置
づけられていたのである。このようなあり方に、琉球国の政治構造が示されていると言えよう。
4 　「間切公事帳」と検使「規模帳」にみる地方・離島支配の特徴
　地方の政治構造を捉える上で重要な文書として、沖縄島および同島周辺の離島へ発布された「間切公
事帳」と、琉球王府からは遠隔地に位置する宮古・八重山（両先島と呼称）に布達された御検使による
「規模帳」があげられる。
　「間切公事帳」の間切とは複数の村を束ねた行政単位のことであり（日本の郡に相当）、公事帳とは、
各間切の地方役人である「さばくり」（身分は百姓だが、地域の中間権力層を形成）らの業務規定書のこ
とである。1735年に琉球王府が各間切へ布達したものが初出であるが、各間切の状況に応じて条文には
差異が見られる。間切役人の業務規定（農政、山林、年貢徴収など）を網羅的に列挙したもので、17世
近世琉球の政治構造について（豊見山）
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紀後半から次第に顕著となる農本主義に基づく政策（その前史として1697年に布達された「諸間切法式
帳」がある）が、これらの「間切公事帳」には表れている。しかし、18世紀後半頃から次第に村々の年
貢未納・滞納問題が頻発するようになる。それらの問題に対して、王府は「愚昧」で「怠惰」な百姓を
直接的に指導・監督する間切役人らが村や間切を立て直すことを督励していた。王府は百姓を愚民視し、
儒教倫理によって平民百姓を教導する役割をエリートとしての間切・村役人らに期待していた。
　遠隔離島にあった両先島に対する琉球王府の統治方法は、以下の通りである。同地域に対して王府の
支配力は十分浸透しなかった。また同地域は、王府を構成する中央士族（首里・那覇・久米・泊系）ら
の所領地に組み込まれてはいなかった。つまり、中央士族らは、沖縄島とその周辺（久米島を含む）の
間切・村・島を領有する惣地頭や脇地頭に任命され、間切・村・島から年貢等を徴収する権利を持って
いた。しかし、そのような地頭制度は宮古・八重山地域には適用されなかった。そのことは、両先島地
域における地元の強固な政治勢力が、容易に王府の地頭領有制を受け付けなかったことを意味する。
　1630年前後に両先島統治の転換が図られる。王府は両先島に在番を派遣し、常駐体制を敷くようにな
ったからである。宮古の在番制は、1629年から開始され、八重山のそれは1632年からである。以上の経
緯によって、両先島では地元の頭や首里大屋子・与人・目差などの島役人を統括する役人として王府か
ら在番（後の在番筆者を含む）が派遣され、両先島を直接統治する体制が敷かれたのである。しかし、
王府派遣の在番だけでは両先島統治は十分に機能しなかった。在番の権限に優越する検使が五度にわた
って両先島へ派遣され、島政全体の基本方針がそのつど「規模帳」によって布達・改定されていたから
である。
　それらの検使は、1678年の恩納（佐渡山とも）親方（規模帳は伝存せず）、1711年の奥武親雲上（規模
帳は伝存せず）、1767年の与世山（漢那とも）親方、1856年から翌年にかけての翁長親方、1873年から翌
年にかけての富川親方である。与世山親方以後の検使は、それぞれ島政改革や業務規定に関する詳細な
規模帳・農務帳・公事帳・締帳などを布達していた。
　規模帳の多くは島役人による「不憲法」や「非法」行為という、島民に対する中間搾取の排除や島民
の伝統的慣習を「矯正」することなどに主眼が置かれていた。しかしながら、王国末期に至っても検使
の派遣がくり返された。そのことは王府の思惑通りに両先島統治が運ばなかったことを表わしている。
しかしながら、これらの「規模帳」は王府の離島支配様式を捉える上では不可欠の文書である。
むすびにかえて
　琉球王府の政治構造を捉える手がかりとして、王府内において多用されていた国王への申請とその許
可書としての「言上写」、および王府の審議機関でもあった表十五人衆による協議を記した「僉議」を検
討した。「言上写」は、下からの上申様式を利用して国王の許諾を得たものが下達文書として発給されて
いた。また、政治的案件などを協議した表十五人衆による「僉議」の検討から、政治判断のほぼ最終的
決定権は摂政・三司官にあったが、国王の許可を不可欠として、常に国王への上覧、言上、お伺いが実
施され、国王の裁可を経てはじめて執行が可能となる構造であった。さらに、地方行政での「間切公事
帳」や遠隔離島における統治方針を示す文書が検使による「規模帳」であった。
